
3つのマテリアリティとステークホルダーへのアンケート調査の結果

特定したマテリアリティ アンケート項目（抜粋）

新たな価値創造、社会課題の解決
•人々の健康や病気の予防に貢献する医療技術の開発
•社会の安心・安全に資するセキュリティ技術の進化
•写真や映像分野における人々の豊かさや楽しさにつながる製品 /技術の開発

地球環境の保護・保全
•省エネルギー化の促進 /再生可能エネルギーの活用
•使用済み製品のリユース・リサイクル
•廃棄物の削減 /水域・土壌の汚染防止

人と社会への配慮

人権と労働 •差別やハラスメントの防止 /基本的人権の尊重
•適正な賃金と労働時間の管理

社会貢献 •事業活動を生かした社会貢献活動
•次世代の育成支援

マテリアリティを通じたSDGsへの貢献
キヤノンはさまざまな事業活動を通じてSDGsの達成に貢献しています。アンケートをもとに把握した各SDGsに
対するステークホルダーの期待と、前ページで特定した3つのマテリアリティを踏まえたキヤノンの活動との関連度合いを、
以下のマトリックスに整理しました。キヤノンは社会の期待の変化を的確にとらえながら、自社の技術やソリューション 

を有効に活用し、SDGsの実現に貢献していきます。

マテリアリティ特定プロセス
キヤノンでは、下記の3つのステップを経て、マテリアリティの特定を行いました。その結果、ステークホルダーの関心が
特に高い「新たな価値創造、社会課題の解決」ならびに「地球環境の保護・保全」をマテリアリティとし、さらに、これら2つの
マテリアリティに取り組む上で支えとなるテーマを「人と社会への配慮」として集約し、3つ目のマテリアリティとしました。

STEP 1
候補となる
項目の抽出

•  キヤノンのこれまでの取り組
みや中長期経営計画に沿った
さまざまな事業活動を各種指
標に照らし、キヤノンが取り組
むべきと考える65項目を抽出

STEP 2
ステークホルダーの
期待の確認

•  抽出した項目についてステー
クホルダーを対象にアンケー
トを実施

STEP 3
マテリアリティの

特定

•  ステークホルダーの関心が特
に高い2テーマ、ならびにこれ
を支えるテーマ（合計3テーマ）
をマテリアリティ候補に絞る

•  サステナビリティ関連部門で
検証の上、経営層の承認を得
て特定

新たな価値創造、社会課題の解決
•   「プリンティング」「メディカル」「イメージング」「インダストリアル」の各グループの事業活動を
通して新たな価値創造、社会課題の解決を図っています P21-28

地球環境の保護・保全
•  TCFDに即した開示など、ステークホルダーのニーズに応じた情報を開示しています P39-40

•  2050年CO2排出量ネットゼロの達成に向けて、ライフサイクル全体で活動しています P41

•  資源消費の抑制と高度な資源循環の実現に取り組んでいます P42

•  製品含有化学物質管理など、サプライチェーン全体での管理を推進しています P43

人と社会への配慮
•  人権方針の策定、人権リスクの特定など、人権尊重に取り組んでいます P45-48

•  サプライチェーン全体で、地球環境・人・社会に配慮した活動を推進しています P49-50

キヤノンの活動との関連度合い

ゴール17（パートナーシップ 
で目標を達成しよう）は 
すべての活動と関連する 
ため、左記マトリックスから 
は除外しています
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ステークホルダーへのアンケート調査
キヤノンでは、社内外の動向の変化にあわせて、ステークホルダーが関心をもつ社会課題やキヤノンに期待する内容を把握 

するために、アンケート調査を実施しています。キヤノンではこの結果のほか、サステナビリティ専門家や投資家などステーク 

ホルダーの意見も参考に、マテリアリティの妥当性の確認や見直しを行うなど、社会に対するキヤノンの事業活動のイン
パクトを分析し、企業活動のより一層の充実を図っています。また、持続可能な開発目標（SDGs）についても、ステークホルダー
の意見を収集し、活動の拡充に役立てています。

アンケート調査対象者
対象：  日本・米州・欧州・アジア・その他地域在住の消費者、サプライヤー、投資家・アナリスト、NPO、市民団体、大学・研究機関関係者、官公庁・自治体関係者の 

ステークホルダー100人
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